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中学公民（上） （2022 年 2 月 22 日改訂） 

 

 

 

 

 

  ■□■ 目次 ■□■ 
各単元内の学習項目は、TLT ソフトの解説もしくは問題データの一部を自動的に抽出したものです。 

 

１．現代の社会 
   少子高齢化 
   少子高齢化 
   核家族世帯 
   現代の家族の特徴 
   少子高齢化の問題点と解決方法 
   情報化と有効利用１ 
   情報化と有効利用２ 
   情報化 
   情報化社会 
   情報化社会の問題点 
   グローバル化と国際競争 
   グローバル化（多文化共生社会） 
   グローバル化（多文化共生社会）２ 
   持続可能な社会をつくるには 
２．現代の文化 
   文化とは 
   日本の伝統文化 
   世界における日本文化 
   多文化社会と共生社会 
３．社会のなかの私たち 
   社会集団と社会的存在 
   家族のはたらき 

   親等 
   個人の尊厳と両性の本質的平等 
   対立と合意 
   効率と公正 
   効率と公正２ 
   「対立」と「合意」、「効率」と「公正」のまと… 
   決まり（ルール）の役割 
   決まりを作る手段 
   決まりの変更と評価 
   契約 
   社会生活を円滑に送るために 
４．人権思想の発展 
   政治と権力 
   個人の尊重 
   近代市民革命 
   市民革命を支えた思想家たち 
   人権思想の確立 
   社会権のおこり 
   人権思想の発展 
５．大日本帝国憲法と日本国憲法 
   自由民権運動 
   大日本帝国憲法の制定 
   大日本帝国憲法（明治憲法）の特徴 

暗記が中心の社会では、教科書やノートを何度も見て、しっかり勉強していても、テストが終わっ

てみると「覚えたつもりだったのに、できなかった…」ということがよくあります。中学社会教材は、

教科書の重要事項やよく出る問題をピックアップして、「教科書を完全に理解し、覚えたことを知

識にかえて定着させる」ことに焦点をあわせています。 
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   日本国憲法の成立 
   日本国憲法の基本原理 
   国民主権 
   天皇 
   国事行為 
   日本国憲法の最高法規性と憲法改正 
６．基本的人権の尊重 
   基本的人権の尊重 
   基本的人権の尊重 
   基本的人権の尊重 
７．平等権 
   平等権 
   子どもの人権 
   部落差別 
   アイヌ民族への差別 
   在日韓国人・朝鮮人への差別 
   男女平等 
   男女共同参画社会 
   障がいのある人々に対する配慮と差別の禁止 
   日本で生活している外国人への配慮 
８．自由権 
   自由権 
   大日本帝国憲法下の自由権 
   身体の自由（第 18・31・33～39 条） 
   精神の自由（第 19・20・21・23 条） 
   経済活動の自由（第 22・29 条） 
   自由権 
９．社会権 
   社会権 
   生存権 
   社会保障制度の問題点 
   教育を受ける権利 
   勤労の権利 
   労働基本権 
   労働三法 

 １０．基本的人権を守るための権利 
   参政権 
   参政権 
   請求権：裁判を受ける権利（裁判請求権） 
   請求権：国家賠償（損害賠償）請求権 
   請求権：刑事補償請求権 
   人権擁護のための機関 
 １１．人権のひろがりと国民の義務 
   新しい人権 
   環境権 
   知る権利 
   プライバシーの権利 
   自己決定権 
   公共の福祉 
   国民の義務 （教育を受けさせる義務，勤労の義… 
   人権保障の国際的広がり 
   国際的な人権保障の重要性 
 １２．平和主義 
   平和主義 
   日本国憲法第９条 
   自衛隊 
   集団的自衛権 
   文民統制（シビリアン・コントロール） 
   日米安全保障条約 
   沖縄の米軍基地 
   非核三原則 
 １３．民主政治と選挙 
   政治と権力 
   直接民主制と間接民主制 
   選挙の四原則 
   選挙のしくみと運営 
   日本の選挙制度（衆議院議員） 
   日本の選挙制度（参議院議員） 
   国会議員の被選挙権と選挙区 
   国会議員の任期 
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   地方議会議員の選挙 
   一票の格差 
   政党のはたらき 
   世論とメディア 
 １４．国民を代表する国会 
   議会制民主主義 
   国会の地位 
   国会のしくみ 
   国会の種類（通常国会） 
   国会の種類（特別会，臨時会，緊急集会） 
   国会の仕事 
   国会の仕事 
   国政調査権 
   法律の制定 
   公聴会 
   定足数 
   衆議院の優越（法律案） 
   衆議院の優越（予算の先議権） 
   衆議院の優越（内閣総理大臣の指名） 
 １５．行政権をもつ内閣 
   行政の中心となる内閣 
   内閣総理大臣 
   内閣と国務大臣 
   内閣の仕事（予算案，政令，条約） 
   内閣の仕事 
   公務員 
   議院内閣制 
   内閣と政党政治 
   肥大化する行政 
   行政権の民主的統制 
 １６．司法をおこなう裁判所 
   司法権と裁判 
   下級裁判所 
   三審制 
   民事裁判と刑事裁判 

   民事裁判 
   刑事裁判 
   弁護人 
   行政訴訟 
   司法権の独立 
   裁判官の身分保障 
   裁判官の任命 
   裁判官の任命 
   国民審査 
   違憲審査権 
   裁判と人権 
   裁判と人権 
   裁判にかかわる問題（冤罪，死刑制度） 
   司法制度改革と裁判員制度 
   裁判員制度 
   司法制度改革（被害者参加制度 取調べの可視化… 
 １７．権力の分立 
   三権分立 
   三権分立 
   三権の抑制と均衡（立法権と行政権） 
   三権の抑制と均衡（立法権と行政権） 
   三権の抑制と均衡（行政権と司法権） 
   三権の抑制と均衡（行政権と司法権） 
   三権の抑制と均衡（司法権と立法権） 
   三権の抑制と均衡（司法権と立法権） 
   三権に対する国民の影響力 
 １８．地方自治 
   地方自治 
   地方分権 
   地方自治のしくみ 
   執行機関の長 
   首長とその仕事 
   地方議会と議員 
   地方議会の仕事 
   地方の財政 
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   直接請求権の種類 
   直接請求の方法 
   住民投票 
   住民運動（オンブズマン制度・情報公開制度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


